
 
 

【報告】家賃サポート緊急一時金の再拡充について 

 

１．概要 

令和３年１月からの度重なる緊急事態宣言の発令・まん延防止等重点措置の適用などに

より、市内中小事業者への影響がさらに長期化していることを踏まえ、家賃サポート緊急

一時金の補助対象者の拡大および交付額の増額を行う。 

 

２．再拡充の内容 

・売上げ要件の対象期間である「令和３年１月から６月」を、「令和３年１月から９月」へ

延長する 

・交付額を家賃１か月分の２分の１（１事業者あたり最大 50 万円）から、 

家賃３か月分の２分の１（１事業者あたり最大 150 万円）へ拡充する。 

 

（参考）再拡充後の制度 

（１）補助対象者 

①飲食店の休業・時短営業又は外出自粛等の影響を受けており、 

１～９月の売上げが 

・１か月で前年（前々年）同月比 50％以上減少（一時支援金・月次支援金の受給者※１） 

または 

・連続する３か月の合計で前年（前々年）の同期比 30％以上減少 

②「都道府県等が実施する協力金」を受給し、 

１～９月の売上げと協力金の合計が 

・１か月で前年（前々年）同月比 50％以上減少 

または 

・連続する３か月の合計で前年（前々年）の同期比 30％以上減少 
 
※１ 中小企業庁が実施する「緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金」および 

「緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金」 
 

（２）対象物件 

市内で事業のために、令和３年１月から９月に賃借している建物  

（店舗、事務所、工場、作業場、倉庫など） 

 

（３）交付額 

家賃３か月分の２分の１（最大 150 万円上限）※２ 

※２ 既に受給済みの方には差額を追加で支給 
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